
平安遷都 1200 年記念事業として計画さ
れた「京都駅ビル」の基本構想から国際
コンペを遂行。三輪がプロフェッショナ
ル・アドバイザーに就任。

40 年にわたり、ごみ排出構造の調査分
析を行っている。容リ法を初めとした個
別リサイクル法制定の基礎資料等に活用
されてきた。

自立的地域経営の考え方をもって、各地の温浴、地域振
興施設を多数手がける。写真は奈良県下北山村の元気・
本気の村づくりの拠点。設計・監理、運営立上げのサポー
トを行った。奥田東（京都大学元総長）の提唱になる「関西学術研究都市学

研都市」の事務局として構想の提言と推進をお手伝いした学研
都市が 10 年を迎える。

丹波篠山市にて伝建地区指定に向けた調査を実施以来、伝
統的建造物修理の設計監理及び地区のまちづくりを継続し
てサポートすると共に、他地域 ( 福住、出石、大杉、龍野
) の伝建地区指定も手がける。その後も各地で歴史的建造
物を活用したまちづくりに取り組む。

箕面市止々呂美地域の新都市「箕面森町」の新たな地域のシンボルと
して小中一貫校を設計した。新たな義務教育のあり方を研究しながら、
検討を進めた。

平成23年8月の紀伊半島第水害、平成28年4月の熊本地震。
地域の方々の復興に向けた様々なお願いを込めた地域づく
りをサポート。

四条繁栄会・四条通地区地区計画が都市
計画決定：アルパックが組合員として
40 年来活動する地元商店街にて、「風格
と華やぎのメインストリート」に相応し
い環境整備に向けた地区計画を取りまと
め。以降の京都都心の地区計画（祇園、
河原町、烏丸等）の先 となる。

南港ポートタウン：千里ニュータウン再生計
画からスタートし、その後、泉北ニュータウ
ン再生指針、洛西ニュータウン再生ビジョン、
向島ニュータウン再生などを手がける。

伊丹まちなかバル :若手飲食店経営者を中心に
実行委員会方式で開催した「まちなかイベン
ト」。その後、多様な主体の連携による伊丹郷
町のまち育てに展開していった。

伊勢「外宮さんにちなんだどんぶりコンテスト」

河内長野市市制 60 周年を機に地域の活性化
と交流の拠点として整備された。奥河内ビジ
ターセンターと地産地消レストランで構成さ
れ、運営事業者と協力しながら設計を進めた。

兵庫県佐用町産の特産物のブランド戦略立案や
事業者の研修を実施。展示商談会やマルシェ出展、
EC サイト構築も支援。

都市計画決定から約 3 年間に渡り、駅前の賑わいの拠点と
なる「えきまちテラス長浜」の事業推進・設計・運営管理
を担当した。

風景や歴史魅力を活かしたモニターツアーを企画・
実施。写真は棚田を望む高台で村内のシェフが地
域食材を活かした料理をふるまうプログラム。

ひょうご持続可能地域づくり機構（HsO）：持続可能な地域づ
くりを牽引する人材育成プログラムを実施中。高校生～ 60
代までの多様な世代・業種 100 名以上が受講。

導入の経緯から様々な位置づけのあった景観施
策を再編し、地域まちづくりと連携の仕組みを
組み込んだ景観計画に改定。
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創業時より保育施設を始め、障がい福祉・教育施
設を多数設計している。写真は京都府内の知的障
がい者入所更生施設。分棟型の施設配置とし、建
物の外と内の係わりを大切にしながら全体が 1 つ
の「まち」となるよう計画した。
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創立 50 周年記念フォーラム
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アルパック平成のあゆみ

横手  通り 43 番地「庵」６
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・関西学研都市 10 年
・JR 京都駅改築国際コンペ

・大阪事務所が天満橋からＯＢＰに移転

・城崎温泉新鴻の湯

・商業集積法

・城崎温泉一の湯と新地蔵湯

・都計法改正（都市マス）
・バブル崩壊 ・環境基本法

・関空国際空港開港

・阪神・淡路大震災

・平安建都 1200 年オープニング・セレモニー

・京都国際デザイン祭

・北淡町瀬戸内沿岸地区住環境整備計画（震災復興計画）

・アジア太平洋シンクタンク会議 '95

・COP3 京都議定書
・環境アセスメント法

・密集法

・介護保険法

・まちづくり 3法（中心市街地活性化）

・NPO法

・創立 30 周年記念フォーラム

・京都駅ビルグランドオープン

・南海本線等連続立体交差事業＋土地区画整理事業＋駅舎  保存活用

・21世紀国土のグランドデザイン

・PFI 法

・地方分権一括法
・平成の大合併（1999 年 4月から 2010 年）

循環型社会形成推進基本法

・健康増進法
・都市再生特別措置  法

・マンション建替法

・都計法改正（都市  計画提案制度）

・JR 京都駅北口広場

・山科駅前地区市街地再開発事業「ラクト山科」
・JR 尼崎駅北第一地区第一種市街地再開発事業完成

・ニュースレター 100 号発行

・八瀬野外保育センターリニューアル

・京都市行政区別計画策定調査

・蒲郡都市軸西地区再開発事業

・市町村合併（篠山市等） 四条  繁栄会・四条通地区地区計画

・国土形成計画法

・住生活基本法

篠山市篠山･福住伝統的建造物群保存地区修理事業
・大阪駅北地区基本計画

・上山高原エコミュージアム
・川西中央北地区土地区画整理事業「キセラ川西」
・周南市中心市街地活性化・ 歩行者優先道路化事業開始

・愛知県 PFI 事業第一号～森林公園ゴルフ場リニューアル

・観光立国推進基本法

・あいち学術研究開発ゾーン構想推進プロジェクト
・関西学研都市周辺地区整備調査

・大阪府立花の文化園

・創立 25 周年記念園遊会（渉成園）

・京都ファッション産業団地地区計画

・古都京都の文化財世界遺産登録

・関西学研都市セカンド・ステージ・プラン

・大学のまち・京都 21 プラン

伊勢の観光振興・商業まちづくり

・40 周年記念事業フォーラム

・国土形成計画

・リーマンショック

・歴史まちづくり法

・京都市基本計画

・東日本大震災
・福島第一原発事故
・紀伊半島大水害

・陸前高田市復興事業

・地方創生
・都市再生特別措置法（立地適正化計画）

・公共施設マネジメント策定
紀伊半島大水害復興住宅建設等支援及び南部東部地域集落づくり支援

・熊本地震

・インバウンド３千
　万人突破

・大阪事務所淀屋橋に移転

・熊本地震における住まい・集落等の復旧
・大垣駅南街区第一種市街地再開発事業
 「エイトスクエア大垣」

創立 50 周年記念フォーラム
・ホーチミン市に駐在員事務所

長浜駅東地区市街地再開発
事業「えきまち長浜」

・気候変動適応法

・尼崎市立地適正化計画

・気候変動地域適応コンソー
　シアム事業

・ホームページ開設
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・空家等対策特別措置法

千里ニュータウン再生計画

・崇仁地区総合整備計画基礎調査等
・兵庫県都市復興基本計画
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・空家等対策計画

・食料・農業・農村基本法
・６次産業化・地産地消法

・大阪市中央卸売市場運営ビジョン
・滋賀県６次産業化支援

佐用町特産品ブランド化支援

明日香村体験モニターツアー
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・茨木市都市計画マスタープラン＋茨木商業タウンマネージメント構想

伊丹市（都市再生整備計画、景観計画、都市ブランド戦略等）郷町関連事業スタート

・地方創生

・被災市街地復興特別措置法

・景観法

・まちづくり 3法改正

・都市再生特別措置法（都市再生整備推進法人等）

・大阪版 BID 制度

・地域再生法一部改正（地域創生推進交付金）

・地域再生エリアマネ
　ジメント負担金制度

・兵庫県地域環境計画

・大阪府オアシス構想

・兵庫ビオトーププラン

・けいはんな環境エネルギー研究会 ・近畿経済産業局スマートコミュニティ研究会

・地球温暖化対策推進法 ・COP21 開催（パリ協定採択）
・生物多様性基本法 ・都市の低炭素化の促進に関する法律（エコまち法）・容器包装リサイクル法

・大阪府新用途地域制検討調査
・大阪市都市構造再編グランドデザイン

・那覇新都市シビックコア地区整備計画

・兵庫県広  域土地利用プログラム

・兵庫県  緑条例の全県展開開始

・関西学研都市サード・ステージ・プラン

・生駒市景観形成基本計画
大阪市景観計画改定

・うめきた２期区域のまちづくりの方針

･東京事務所
 を内神田に
 移転

・独立行政法人都市再生機構設立

・美方町温泉保養館「おじろん」

・京都橘大学「清心館」
・京都橘大学「清風館」

・但東シルク温泉

下北山温泉きなりの湯
ひょうご持続可能地域づく
り人材育成（HsO）

奥河内くろまろの郷

・妙心寺総合防災事業

・多機能型障がい福祉サービス事業所「若杉」

・京都府立医大旧図書館改修

箕面市立とどろみの森学園

・中小企業基本法改正
・知的財産基本法 ・中小ものづくり高度化法

・小規模企業活性化法

・TPP 協定の締結

・アメリカ同時多発テロ
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・名古屋事務所を名駅前に移転


